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＜講演要旨＞
　2010 年度は「スポーツによる膝外傷の治療とアスレチック・リハビリテーショ
ン～スキーによる ACL 損傷を中心に」の講演を、手術と病院内リハビリテーショ
ンを中心に行いました。これは、ACL 損傷が、解剖学的に膝関節内靭帯のために血
流が豊富でないので再生が困難なこと、また人体で最も強力な大腿四頭筋に拮抗し
て脛骨の後方脱臼を防いでいること、などから治療が困難なためです。しかし、全
てのスポーツ種目のスピードや技術が毎年向上するために、ACL 損傷は増加してる
のが現状です。この ACL 損傷は、治療が困難で、手術してもリハビリテーション
に時間がかかること、などがスポーツ外傷としては最大の問題で、プロ選手やオリ
ンピック選手にとっては選手生命に致命的になります。これらのことが「スポーツ
整形外科」や「スポーツ・リハビリテーション」ができた原因であり、現在でも世
界中のスポーツ学会での最大のテーマです。
　2011 年度は、もっと日常診療でよく見かける一般的な疾患について、その「病
院内リハビリテーション」から「アスレチック・リハビリテーション」、さらに「ト
レーニング」までの実際について、またテーピングやサポーターなども含めて実践
的な講義を行います。
　講義には、「実践アスレチック・リハビリテーション Text&CD-ROM」（栗山節郎監
修）の CD を使用して実践的な内容とします。

【特別講演】
アスレチック・リハビリテーションの実際

医療法人社団こうかん会日本鋼管病院副院長・整形外科統括部長
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【学術交流】
肩鎖関節脱臼

第 3 度損傷に対する固定法の考察
公益社団法人東京都柔道接骨師会

学術部員　　有 馬 宏 昌

はじめに
肩鎖関節脱臼の多くは上方脱臼で、

柔道整復教育で用いられる教科書記載
の分類では第 1 度：関節包や肩鎖靭帯
の部分断裂はあるが関節の安定性が良
好なもの。第 2 度：関節包や肩鎖靭
帯を完全断裂して関節は不安定なもの
で、鎖骨遠位端が上方に転位して関節
腔も離開している。X 線正面像で鎖骨
遠位端が肩峰に対して 1/2 上方へ転位

している。第 3 度：関節包、肩鎖靭帯、
烏口鎖骨靭帯が完全断裂し、X 線正面
像で鎖骨遠位端下面が肩峰上面より上
方へ転位しているものと記載されてい
る。予後には圧迫部の褥瘡形成、変形
治癒、肩凝り、倦怠感、上肢への放散
痛、肩の違和感、鎖骨遠位端の肥大変
形、石灰沈着など様々なものがあると
されている。

目　的
　肩鎖関節脱臼の保存療法はギプスな
どを除いて、完全整復位の固定が困難
であるため、様々な合併・続発症が発
生しやすい。本固定では鎖骨肩峰端に
適度な圧迫ができ、さらに早期より
自・他動運動が開始できたことで、日
常生活上の問題点が少なく改善が図れ
たため、症例報告を行う。
症　例
　61 才男性、平成 22 年 2 月、駅の階
段にて貧血を起こして転落、その際に
左肩外側部を地面に強打し負傷、受傷

後直ちに当院を来院。初検時所見とし
て患部の疼痛著しく、左上肢挙上困
難、鎖骨外側端の上方凸変形、ピアノ
キ―症状あり、鎖骨外端部の圧痛を認
めた。受傷直後で腫脹が著しい場合、
鎖骨外端部骨折の外見と類似するた
め、三角巾にて提肘して整形外科にて
Ｘ線検査、Rookwood の分類では Type
Ⅲの肩鎖関節脱臼との診断を受けた。
なお、柔道整復教科書分類では第 3 度
損傷で、一般的には観血的療法が望ま
しいとされるが患者の希望により医師
の同意にて整復と固定の処置を行う。



柔道整復術（整復・固定・後療法）と
経過
　上腕を上方に突き上げて固定し、鎖
骨外側端を下方に圧迫して整復した後
に綿花とレナサームにて患部を圧迫、
その後低周波導子を固定するためのバ
ンドを用いてワトソンジョーンズ テ
ーピングのように固定した。
翌日より頸肩部周囲筋に対し物理療
法と手技療法を行い、受傷 2 週間後
には疼痛が軽減したためバンドで固定
したまま、軽い自動介助運動で肩関節
屈曲、伸展、外転を疼痛のない範囲で
20 回行った。受傷 3 週間後には、患
部のレナサーム固定は除去せず、クラ
ビクル バンドに移行して術者が鎖骨
外側端を上方から圧迫しながら肩関節
外転 90°位、屈曲 90°位、伸展 20°位
までの他動運動を 30 回行い、約 3 週
間かけて可動域の改善を試みた。
　受傷 6 週間後に計測した固定を除去
状態での鎖骨外側端部の上方凸は健側
と比較し約 1/3 程の突出が認められ、
受傷 12 週間後でもその変形は残存す
るものの、肩の関節可動域の制限は除
去され、倦怠感や違和感もなく日常生
活上特筆すべき点がなくなったため治
癒とした。
おわりに
　低周波導子の固定バンドを用いた固
定により皮膚トラブルが防止でき、患
部周囲への後療法と患部への圧迫力の
調整を容易に行えた。また、結果とし
て上方凸変形も少なく、患者に対し有
益な施療を行うことができたと評価し
た。



指関節用ばんそうこう
「亀シール」の考案と意匠登録取得

小田原支部　白　須　一　彦

（はじめに）
外傷の多い手指の施療は、柔道整復

の業務では日常茶飯事のことである。
とくに「突き指」で起こる骨折や脱臼
のような重度の症例は対応や治療方法
を学校や本、講習会などで学び、説明・
報告を目にしている。また、腱断裂や
靭帯断裂についても同様である。固定
材料としてもアルフェンスをはじめ可
塑性副子材料などがあり多種多様性に
富んでいて副子作製では施術者の技術
が生かされている。
受傷者が「突き指」と称し来院する

中で、施術者は骨折、脱臼、腱断裂、
靭帯断裂などを見分ける必要があるこ
とは、柔道整復の常識であることに疑
いはない。ところが、軽度の側副靭帯
損傷や関節包損傷などは、より頻度が
高いはずであるのにも関わらず、対応
や治療方法が詳しく説明されているも
のはほとんど目にしたことがない。症
状も軽い為か、放置していても治るの
か、また軽い「突き指」くらいと考え
受傷者自身が放っておくこともあり、
重要視されないことも事実である。簡
単な整形外科書では記載も無い。その
ような事情の為か、個々の施術者が経
験により施療内容を判断し、患部にシ
ップやテーピング、サポーターなどを
施しているのが現状である。
（目　的）
手指の軽度の損傷の場合、固定材

料や指サポーターを使うことは少な
く、施術後シップのみのケースや簡易
固定としてテーピングを使用するケー

スが多いと思われる。テーピングでは
非伸縮性、伸縮性さまざまな種類のテ
ープがある。しかし、周知のとおりテ
ーピングは経験や技術に効果が左右さ
れるものである。さらに症状があって
も、指先の違和感を覚えたり、動かし
にくくなって細かい作業が出来なかっ
たり、テープが剥がれかかったりして
邪魔になってしまい、受傷者がテーピ
ングを外してしまうことがある。特に
女性は水仕事の為、その傾向が高くな
る。その他、テープの汚れやアレルギ
ー等もその原因となる。しかし、テー
ピングを外し普段の日常生活どおり手
指を使用することが悪化を招き、症状
が長引くこととなる。
このような手指の軽い損傷などを拘

縮せず安定性のある違和感のない運動
制限・固定ができるようにし、簡単な
水仕事ができ、かつシップと併用で
き、さらに特別な経験や技術を要しな
い簡便なテーピングを提供することを
目的とする。
（課　題）
（１）簡便性
（２）安定性と拘縮の防止
（３）関節運動への対応
（４） シップ等との併用
（方　法）
（１）誰でも使用できる。
（２）非伸縮性テープを材料とする。
（３）関節運動に対応できる形状の開

発。
（４）部分的に皮膚が露出する形状。
（亀シールの考案）



課題の解決に向け、まず形状の試作
作りからはじめ、紙を材料として丸
型・三角型・四角型等の形状をつくり、
関節部分に当て動きに対応しやすいそ
うなものを選択。次に非伸縮性テープ
を材料として試作品をつくり、関節部
分に貼り付け動きへの対応を比較し
た。さらに自分がトレーナー活動をし
ている運動部員たちに試用し実際の使
用状況を確認。このような試行錯誤を
繰り返し、指関節用ばんそうこう「亀
シール」を考案することに至り、平成
２２年５月に特許庁の意匠登録を取
得。
（亀シールの形状）

  

（亀シールの使用状態）
装着前

ＤＩＰ装着

ＰＩＰ装着

意匠登録証

（亀シールの貼り方）　
曲げ伸ばしする方向に亀の頭と尾を

合わせる。



（亀シールの個数）　
貼る部分の大きさや症状に応じる。

個数を増やすことで安定性を向上させ
る。
（シップとの併用）　
亀シールの上にシップを貼る。

症例（１）
女子　１１歳
ミニバスにてリバウンドボールを取り
損ねて受傷
左手第５指ＰＩＰ側副靭帯損傷
受傷翌日に来院。腫脹（＋）軽度　内
出血（＋）掌側に軽微　屈伸時に疼痛
あり
冷罨法などの処置後、亀シール２枚を
関節背面及び掌面に貼り、その上に冷
シップで覆った。
施術翌日には、腫脹及び疼痛軽減し、
屈伸運動も疼痛が半減。
５日後には、腫脹及び疼痛消失し、屈
伸運動痛も消失。ただし、圧痛は残存
する為、施術後亀シール１枚を圧痛部
分に貼った。
７日後、圧痛も軽減した為、本人の希
望によりミニバスに復帰。練習は亀シ
ールを自分自身で貼って対応。
症例（２）
女性　６５歳
脚立から落ちて右手第１指基節骨骨
折。整形外科にてアルフェンスにて包
帯固定し４週間。主治医から固定を外
されてから、その同意の下、後療開始。
当院初検時、腫脹（＋）指全体に認め
る。内出血（－）。発赤・熱感（＋）。
圧痛（＋）。運動制限（＋）屈伸運動
ほとんど不可。アルフェンス固定は外
されたものの、自発痛強く患部を軽く
触れるだけでも疼痛あり。施術後、亀
シール３枚にて背面及び両側面を貼
り、冷シップで覆った。本人の話では
疼痛が施術前より軽いとのことで、ご
自身が亀シールを継続。施療開始から
２週間にて患部の腫脹がほとんど消失

し、圧痛も減少し把握動作ができるよ
うになり美容師の仕事も復帰可能とな
る。
（考察）
「亀シール」の臨床データがまだま
だ少ないのが現状であるが、「亀シー
ル」は症例からわかるように小学生で
も扱うことが出来、簡単である。また、
軽度の症状や回復期の患部の保護や負
担軽減に使用できる可能性がある。し
かし、有効な比較対照がないため、亀
シールが施療経過に有意であるとは未
だ判断できない。
また、水に対しては手洗い程度では

問題ないものの、台所仕事等では未だ
対応が不十分であることが課題として
残っている。今後、さらに安定性や動
きへの対応、刺激性の少ないものを求
め、検討、改良していくとともに、こ
れからいろいろなケースに試用して亀
シールの可能性を探究していくことが
必要と考えている。
最後に亀シールの考案にあたり、ご

協力いただいた関東学院大学バスケッ
トボール部をはじめ各スポーツ団体の
関係者の皆様、ならびに臨床協力を頂
いている医療関係者の皆様に厚く御礼
申し上げます。



低出力パルス超音波を使
用した新鮮骨折に対する
治験例

川崎北支部　菅　井　大　輔
原　　　壯　嘉
児　玉　和　治

Keywords：LIPUS、超音波治療、骨折治癒促進

Ⅰ．要旨
超音波による骨折の治療は 1983 年

の Duarte がその効果性に関して報告を
したことに始まり、米国での Heckman
や Kristiansen などによる臨床的な効果
の確認があり、米国の EXOGEN 社が作
製した SAFHS が 1994 年 FDA より医療
機器として承認されたことでその地位
を確立した。
骨折治癒の促進に低出力パルス超音

波（Low Intensity Pulsed Ultra Sound）以
下 LIPUS が極めて有効であることは、
今や医学の分野では周知の事実となっ
ており、本国でも SAFHS が骨折治療
機器としてレンタルされすでに広く普
及されている。
今回、国産として超音波骨折治療の

第三者認証をうけた機器を臨床に使用
する機会を得たため、その効果の確
認、および骨折の治癒促進に関して、
若干の治験例を報告する。
Ⅱ．はじめに
従来の骨折治療は、徒手整復後ギプ

ス・シーネなどで固定し自然経過に任
せるのみであったが、超音波骨折治療
は、（骨折後でも）積極的に骨の癒合
が促進出来る治療法である。
多くの臨床例から治療効果も確認さ

れ、1997 年 Kristiansen の 論 文 に よ る
と「超音波治療群とプラセボ対象群に
おける骨癒合までの日数の比較グラ
フ」には、骨が癒合するまで約 40％
近く短縮でき、遷延性骨癒合や偽関節
などの治りにくい骨折の発生率を低下

させる効果があるとされている。
Ⅲ．症例
【症例　1】　右第 5 中足骨基底部骨折
（患者）　61 歳　男性
（受傷機転）　車から降りた際に、路面
の角で足を捻って受傷する。
（経過）　受傷翌日に来院。足底板レ
ナサーム装具製作し固定するも外し
てしまい、2 度目の来院は受傷から 2
週 間 後。 受傷 2 週 間 後から LIPUS 刺
激を週に 1 回継続して 9 週間行った。
受傷後 11 週目で骨折線の狭小化が進
み、この部分の疼痛症状が消失した
ため骨癒合したものと考え、LIPUS 刺
激を終了した。( 図 1 － 1・図 1 － 2・
図 1 － 3・図 1 － 4)
【症例　2】　左上腕骨顆上骨折
（患者）　8 歳　男性
（受傷機転）　学校の帰り道、坂道で
上級生に後から押されて転倒し受傷す
る。
（経過）　受傷 3 日後に来院。ライト
スプリントにて固定し、受傷 3 日後来
院当日から LIPUS 刺激を毎日継続して
3 週間行った。受傷後 3 週目で疼痛症
状が消失し骨癒合を確認したため、固
定を除去し LIPUS 刺激を終了した。（図
2 － 1・図 2 － 2・図 2 － 3・図 2 － 4）
【症例　3】　右足第 5 趾基節骨骨折
（患者）　55 歳　女性
（受傷機転）　缶ビール 350ml が冷蔵
庫の中から落ちてきて（足趾にあたっ
て）受傷する。
（経過）　他院にて加療を受け、受傷 1



週間後に来院。足趾の底側よりレナサ
ームにて固定し、受傷 1 週間後来院当
日から LIPUS 刺激を毎日継続して 2 週
間行った。受傷後 3 週目で骨折線の狭
小化が進み、この部分の疼痛症状が消
失したため骨癒合したものと考え、固
定を除去し LIPUS 刺激を終了した。（図
3 － 1・図 3 － 2）
【症例　4】　右第 5 中足骨基底部骨折
（患者）　56 歳　女性
（受傷機転）　帰宅途中、駅の段差で足
を捻り受傷する。
（経過）　受傷当日来院。足底板レナサ
ーム装具製作し、受傷当日から LIPUS
刺激を毎日継続して 3 週間行った。受
傷後 3 週目で骨折線の狭小化が進み、
この部分の疼痛症状が消失したため骨
癒合したものと考え、固定を除去し
LIPUS 刺激を終了した。
Ⅳ．結果
新鮮骨折に対して LIPUS を使用した

症例、使用しなかった症例を比べてみ
た結果、第 5 中足骨基底部骨折の症
例では、従来通り低周波で施療を行っ
た場合平均 6.5 週で骨癒合したのに対
し、LIPUS による施療を行った場合は
平均 6 週で骨癒合がみられた。LIPUS
刺激により 0.5 週骨癒合が促進した。
第 5 趾基節骨骨折の症例では、従来通
りホットパックで施療を行った場合平
均 3 週で骨癒合したのに対し、LIPUS
による施療を行った場合 2 週で骨癒合
がみられた。LIPUS 刺激により 1 週骨
癒合が促進した。
　このことから LIPUS による刺激は臨
床的に効果があり、骨折の治癒促進に
つながると考える。
Ⅴ．考察
超音波治療は Duarte や Kristiansen の

論文発表をもとに、EBM（Evidence-based 
medicine）を基礎とした治療法である。
しかしながら、柔道整復師の施療現

場では、いまだに低周波による施療が

盛んであり、時とすると LIPUS による
刺激よりも低周波のピリピリ感が良い
という患者が現れる。これは充分な効
果の説明（インフォームドコンセン
ト）が必須である。
医学は科学であり EBM に基づいた

正しい治療を行うことが我々柔道整復
師の責務と考える。
※この論文は、故及川悦博先生が学

術発表するために作成していたもので
あり、このように発表出来たことを大
変喜んでいる事と思います。
【参考文献】
（1）Duarte LR:Thestimulation of bone 
growth by ultrasound, Arch Orthop Trauma 
Surg　1001:153-159,1983
（2）Heckman JD、Ryaby JP, McCabe J,et 
al Acceeleration of tibial fracture-healing 
by Non-invasive, low-intensity pulsed 
ultrasoundo,Bone Joint Surg 76-A:26-
34,1994
（3）Kristiansen TK, Ryaby JP,McCabe 
J,etal:Accelerated healing of distal radial 
fractures with the use of specific low-
intensity ultrasound, J Bone Joint Surg 79-
A:961-973,1997
（4）オステオトロンⅢを用いた主に
新鮮骨折例に対する治療経験
山内ホスピタル整形外科　大橋　俊
郎、谷　知久
日 本 生 体 電 気・ 物 理 刺 激 研 究 会 誌
22：21 － 26．2008



図１－１　受傷翌日　レントゲン画像

図１－３　受傷２週間後　超音波画像
図１－４　受傷 11週間後　超音波画像

図２－１　受傷 3日後　来院当日外観 図２－２　受傷３日後　来院当日 LIPUS 刺激開始

図１－２　受傷翌日　レントゲン画像



図２－４　受傷 3日後　レントゲン画像

図３－１　受傷１週間後　来院当日LIPUS刺激開始 図３－２　受傷１週間後　来院当日LIPUS刺激開始

図４－２　受傷 3週間後　超音波画像

図４－１　受傷当日　超音波画像

図２－３　受傷 3日後　レントゲン画像
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統計データから見た
卒後研修の現況への一考察

横浜中支部　布　川　浩　崇

Keywords：卒後研修、柔道整復師数、就業率

【はじめに】
我々柔道整復師は３年間という教育

期間を経て資格を取得するに至る。医
師より短い期間であり、さらに臨床経
験を積む卒後研修も卒後研修制度は存
在するものの義務付けられておらず、
その期間は個人差が大きく昨今ではか
なり短くなっているのが現状ではない
だろうか。
毎年、5000 名ほどの柔道整復師が

増える状況で、接骨院・整骨院、柔道
整復師のモラルが問題視されている。
私は柔道整復師３年目、非常勤講師１
年目の若輩者であり、卒後教育云々を
述べる立場ではないが、今回統計デー
タを元に、改めて現状を見直すこと
で、柔道整復師の継続教育のあり方を
検討する。
【問題抽出】
平成 10 年 8 月福岡地裁において国

が敗訴した柔道整復師養成校新設問題
から 1998 年当時 14 校であったのが
2011 年には 108 校に急増した。これ
にともない、以前は 1000 人強であっ
た養成数も増加、現在では医師の養成
数に匹敵する 8000 人以上となってい
る。急増した養成校の母体が柔整業界
には全く無関係のジャンルからの新規
参入であることも少なくない。そのこ
とから柔道整復師の養成校でありなが
ら、単純に国家資格の取得の為だけの
予備校と化した養成校が増え続けてい
る。
そうした思惑に染まった学生が業界

に加入してくる。養成校の新入学生の
レベルの低下、専門職としての意識の
低下に困惑している学校も少なくない
だろう。
次のデータは年度ごとの柔道整復師

名簿登録者数（グラフ１）、柔道整復
師名簿登録者数累計（グラフ２）、全
国の柔道整復師就業数（グラフ３）で
ある。この３つは、毎年増加している
にもかかわらず、柔道整復師名簿登録
者数累計、全国の柔道整復師就業数か
ら導いた就業率は、毎年減少してい
る。これは柔道整復師の資格は取得し
たものの、柔道整復師業を行っていな
いものが増えていることを示してい
る。
近頃は、「耳ツボダイエット」や「岩

盤浴」、「ボディリフレクソロジー」な
どと称して業以外を売り物にしている
接骨院・整骨院を多く見かけ、患者目
線からでは、接骨院・整骨院は何をす
るところか、何屋なのか判らない状況
を生んでいる。現にそういったニーズ
をもった患者が来院するケースも多く
なってきている。こうした柔道整復業
として疑問を抱きかねないような接骨
院が多くなっている現状で、学生のほ
とんどがしっかり研修できない接骨
院、他業種のアルバイトをしているの
がほとんどである。このような状態が
続けば、柔道整復師のモラルの低下を
加速させ、社会的認知の低下、患者へ
の不信感につながり柔道整復師業界の
衰退につながる恐れがある。



柔道整復師、接骨院の数の急激な増
加が直接、業界の質の低下と考えるの
は短絡的ではあるが、毎年分母が大き
くなる、すなわち新米の柔道整復師が
満足に研修を受けないで未熟なままで
増えるのであれば、質の低下を招く恐
れがあると考えられはしないだろう
か。
ここで、神奈川県の統計データを示

してみたい。
次表は、それぞれ年度別の柔道整復

施術所数・就業柔道整復師数を元に一
施術所あたりの柔道整復師数をグラフ
にしたものである。（グラフ４）
一施術所あたりの柔道整復師数は

平成 4 年の 1.1 人から平成 20 年の 1.3
人と推移している、若干の増加がみら
れるもののほぼ横倍といっていい。こ
れは柔道整復師数の増加と共に施術所
も増加している為であり、このことか
ら資格取得直後に開業するものが増え
ているということがいえるのではない
だろうか。
【まとめ】
統計データの検証から柔道整復師の

資格者、就業者数が増大しているのに
も関わらず、年々就業率が低下してい
ること、資格取得直後に開業するもの
が増えているということが再認識でき
た。
そのことから柔道整復業という専門

職への意識の低下、柔道整復業に関す
る知識・技術・モラルなど様々なもの
が習得出来ているのか疑問であるし、
出来ていないのではと容易に想像でき
るのではないか。
【結語】
今回は、現状把握のみとなってしま

ったが、今後養成校在校生の意識調
査、卒後教育の機会がどれくらいある
のか、行われているのかを調査した
い。
我々は柔道整復業の専門家である以

上、卒後教育は卒後「継続」教育であ
り、生涯学習であるべきと考える。
我々がより質の高い柔道整復師にな

り、ひいては柔道整復師業界の認知向
上に結びつくような卒後「継続」教育
環境を作る一助になるよう検討してい
ければと考える。
【引用文献】
柔道整復師療養費の手引き（第 8 版 )
p282 ～ 285, 社団法人 日本柔道整復師
会 ,2003.3
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東日本大震災による避難所生活者への救援救護活動の報告
－宮城県亘理郡亘理町のケース－

（研究ノート）

横浜中支部　藤　井　俊　介
今　野　慎　二
森　松　大一郎

  原　　　裕　貴

Keywords：東北太平洋沖地震，東日本大震災，救援救護活動，公益活動

要旨：
　平成 23 年 3 月 11 日、 東北地方太
平洋沖地震が発生し、現在に至るまで
国内外から多くの有志がボランティア
活動を行ってきた。柔道整復師もま
た、個人的に、あるいは組織的にも被
災地入りしてボランティア活動を行っ
てきた。
　本発表では、その中でも、社団法人
神奈川県柔道整復師会（以下、社団神
奈川）が災害救援救護隊（以下、救護
隊）を結成して組織的に行ってきたボ
ランティア活動のうち、宮城県亘理郡
亘理町の体育協会からの要請を受けて
4 月 16 日から 5 月 29 日までの期間に
行った救援救護ボランティア活動の内
容を報告するとともに、柔道整復師に
よる組織的なボランティア活動の意義
や課題について考察してみた。
　柔道整復師による様々な救護活動
は、いずれも精神的・肉体的に極度の
緊張状態にある被災者から大変よろこ
ばれたが、特に救護隊として組織的に
活動したことで、特定期間内は継続し
て大勢の柔道整復師の派遣が可能とな
ったことは被災者に大変な安心感を持

たらしたように感じた。
　一般的に、ボランティア活動は自主
的な活動だが、災害救援救護活動のよ
うな専門性を要する分野では専門的判
断を踏まえながら、整然と行われる必
要がある。指揮命令のないまま必要な
統率がとられるようにすることが災害
ボランティア活動の難しいところのひ
とつであるし、被災地に駆けつけた人
数と技能、ニーズの量と質、とのミス
マッチもしばしば問題となる。今回の
社団神奈川の救護隊派遣は組織的なボ
ランティア活動としては課題を残しつ
つも、この２点において大きなアドバ
ンテージを持っていたと思われる。今
後これらの課題を充分に認識し、解決
を図ればより効果的な公益活動に取り
組めるであろう。
Ⅰ．はじめに
１）東日本大震災の概要
2011 年 3 月 11 日に発生した東北地

方太平洋沖地震は、日本の観測史上最
大のマグニチュード 9.0 を記録した。
震源は宮城県牡鹿半島沖を中心に岩手
県 沖 か ら 茨 城 県 沖 ま で の 南 北 約
500km、 東西約 200km に及び、 震源



域と評された
１）

。最大震度 7 に及んだ
揺れそのもの以外だけでなく液状化現
象や地盤沈下などが起こり、特に最大
遡上高 40.5 ｍにも上る大津波は、東
北地方のみならず関東地方の太平洋沿
岸部にまで壊滅的な被害をもたらし、
各種ライフラインも寸断された

2）

。 こ
れらの大規模地震災害を東日本大震災
と呼称する（4 月 1 日持ち回り閣議に
て決定）。
2011 年 8 月 8 日時点で震災による

人的被害は死者 15,683 人超、行方不
明者 4,830 人、負傷者 5,712 人に及び、
建物被害も全壊 11 万 2 千戸超、半壊
14 万戸超、一部破損 50 万 3 千戸超と
なっており

3）

（表１）、政府は被災地全
域の毀損額を約 25 兆円と推計してい
る

4）

。　
また、避難所の数は最大 2,417 箇所、

避難所生活者（以下、避難者）も最大
368,838 人に達し（表２）阪神・淡路
大震災の 1,138 箇所、307,022 人を大
幅に上回っている（図１，２）。
２）社団神奈川救護隊の動員人数
地震発生直後より、社団神奈川に所

属する複数の会員が即座に被災地に赴
き、個別に避難所を尋ね歩いて救護ボ
ランティア活動を開始した。その活動
のフォローも兼ねて社団神奈川は救護
隊を結成し、３月２７日から２９日に
かけて岩手県大船渡市への第一陣の救
護隊派遣を皮切りに、４月２３日から
２５日にかけ同市に第二陣を、４月
３０日から５月２日に福島県福島市及
び郡山市に、４月１６日から５月２９
日（主に土日祝日）には宮城県亘理郡
亘理町に、延べ 214 名の会員を派遣
した（表３）
Ⅱ．目的
　本発表は、社団神奈川の救護隊の行
った、組織的な災害救援救護ボランテ
ィア活動の実際について報告し、その
意義や課題などについて考察し、柔道

整復師の組織的な公益活動の一助とな
るようにボランティア活動に関して理
解を深めることを目的とする。
Ⅲ．方法
東日本大震災に際し、社団神奈川救

護隊が行ったボランティア活動のう
ち、2011 年 4 月 16 日より 29 日の期間、
宮城県亘理郡亘理町の体育協会からの
要請を受けて同町内 5 箇所の避難所に
おける、22 日間、延べ 151 名の活動
内容を報告・考察対象とした。
Ⅳ．被災地の概況
１）ボランティア依頼の内容
　社団神奈川の会員の個人的な訪問、
救援救護活動を受けて、亘理町体育協
会より社団神奈川に正式なボランティ
ア依頼書が届く。内容は避難所にいる
津波の被災者に対する訪問医療救護活
動の長期継続の依頼であった（表４）。
２）亘理町内の実際
　4 月 10 日の時点で第６の避難所で
あった亘理町逢隈中学校は既に廃止さ
れ、避難者は元の居住地ごとに残り５
箇所の避難所に各々振り分けられた。
結果、5 箇所の体育館に 200 ～ 500 人
づつ、計 1,702 名が避難していた（表
５）。
Ⅴ．救援救護活動の実際
１）活動した会員の数
社団会員及び準会員有志で結成され

た救護隊員は前述の通り、22 日間で
延べ 151 人。
２）救援救護活動の対象となった避難
者の数
施術録は作成していたが、事後にま

とめた記録がないため、不明。概算で
20 ～ 30 人× 5 箇所× 22 日間＝ 2750
人程度か。
３）活動内容
現地での代表的な一日のスケジュー

ルは表の通り（表６）で、亘理町内の
5 箇所の避難所において外傷に対する
施療、全身の筋緊張に対する柔道整復



術を基調とした手技が施行された。避
難所によっては、避難者全体向けの
講演活動（施療中に質問が多かったこ
むら返りの予防や、エコノミークラス
症候群に代表される生活不活発症の予
防、バスタオルを用いた枕作りなど）
や、他の医療関係者と連携をとって内
科疾患や感染症が疑われる方を振り分
けたりなどもした。
４）具体的な施療内容
各避難者の症状などをヒアリング

し、（有用な施術録がある場合はそち
らも参照し）持参した折りたたみ式診
療台、ヨガマット、あるいは現地のパ
イプ椅子などで温罨法・後療手技を施
行。必要に応じてテーピングや湿布、
包帯なども利用。患者層としては、避
難所での慣れない床生活を強いられて
いることや睡眠不足、運動不足などか
らの精神的・肉体的ストレスからくる
筋の持続的な過緊張状態や不定愁訴、
連日の復旧作業や焚き出しなどの反復
で傷ついた筋や関節の痛みがほとんど
だったが、中には急性の外傷や、過去
の施術による負傷例も数件見られた。
Ⅵ．考察
１）ボランティア活動の意義
阪神淡路大震災では、崩れた家屋な

どから助け出された人の８割は近隣の
住民であったと言われている

5）

。また、
公的な支援は大規模には行われるが、
迅速性に欠け、基本的に根拠となる法
律や制度に縛られがちで柔軟な対応が
困難で融通が効かないことがあるのに
対し、ボランティア活動は非常に柔軟
で、機動性がある

6）

。また、特殊なニ
ーズに対応できる専門家のボランティ
アも需要が非常に高く、柔道整復師の
活動は大きな可能性を秘めている。
２）組織的な活動の意義
専門技能を持つ柔道整復師が組織単

位で活動できたことには、以下の点に
おいて大変意義があったと考えられ

る。
ア）期間内は、途切れることなく
多くの柔道整復師が派遣できた。

イ）バックボーンの見える活動が、
被災者に安心感を与えた。

ウ）先に活動した会員から、現地
の情報を事前にもらう機会が設
けられた。

エ）救護隊内で各々持ち寄ること
で備品を相互補完できた。

オ）臨床経験が豊富な会員と同じ
避難所で活動することで指導を
受けられた。

カ）衛生材料業者から大量の用品
提供を受けられた。

3）課題
同時に、緊急事態での取り組みであ

ったことなどから、以下の点において
課題があったように思われる。
ア）指揮系統がはっきりしていなか
った。

イ）伝達事項の漏れや誤伝言などが
目立った。

ウ）共有していた施術録の記載法や
用語の用法に一貫性、統一性が無
かったため、せっかく作成した施
術録を見ても被災者に再度入念な
確認が必要な場合が多かった。

エ）施療内容を標準化するために
も、柔道整復術を基調とするオー
ソドックスな手技に終始するよう
事前通達があったにも関わらず、
施療内容などに大きな差異が見ら
れることがあった。

オ）活動報告などが書面でまとまっ
ておらず、実際に現場に赴いた会
員以外に現況などが伝わりにくか
った。

カ）事前情報と異なり外傷患者もお
り、衛生材料などの不足から施療
に際して十分な処置を行えなかっ
たケースがあった。



Ⅶ．結論
　ボランティア活動には一般的に機動
性・柔軟性・マンパワーが求められる
が、現地の情報収集や情報提供などか
らニーズ調査が行われた場合は、加え
て専門性・継続性なども必要とされ
る。災害救援救護活動のような専門性
を要する分野では、専門的判断を踏ま
えながら必要な統率をとって、活動が
整然と継続されることが要求されるの
で、個人や少数が指揮命令のないまま
で長期にわたって取り組むことがやや
困難であるし、被災地に駆けつけた人
数と技能、ニーズの量と質、とのミス
マッチもしばしば問題となっている。
柔道整復師による組織的な救援救

護活動はいずれの点においても上記の
条件をも満たせる可能性があるため、
大変な意義があると思われるが、一方
で、継続して派遣活動ができるだけに
情報伝達の正確性や活動報告の迅速
性、用語や書式、施療内容の統一性、
現場指揮の統率などに課題を残した。
柔道整復師としては、ボランティア活
動の意義と課題を充分に認識しながら
より効果的な公益活動の方法を模索し
ていく必要があるだろう。　
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超音波画像診断における
肩関節スクリーニングについて

横浜西支部　村　山　　　正

超音波画像診断は、画像診断の中で
も画像分析が非常に難しく、我々の業
界では、画像描出の統一性がないのが
現状だと思います。画像描出の統一性
が無いということは、画像の描出技術
も統一出来ないことから、主観的画像
診断だけで術者以外の者が分析しても
それは判断しかねない画像となると考
えられます。昨年度、前腕骨遠位端骨
折の分類法として、５方向のスクリー
ニング法を日本柔道整復接骨医学会・
富山学会で帝京科学大学教授、志保井
義忠会員と共同発表いたしましたが、
今回は、肩関節のスクリーニング法と
しての１考察として報告いたします。
（目的）
肩関節は、自由肢の球関節であるこ

とから、構造状上肢の位置によって
様々な画像を描出してしまいます。な
ぜならば、鎖骨と肩甲骨が、画像描出
を阻害するからであります。ＭＲＩ画
像のように、骨の直下の深層部組織に
あっては、描出する事が出来ないから
です。
また肩関節は、球関節であるが故

に、画像描出時に上肢を可動させる
と、描出部位（描出したい軟部組織）
が移動してしまうことから、画像描出
の統一性が非常に難しいものであると
考えます。
今回は、肩関節の描出法を、一定の

操作を決めて観察する事で、各組織損
傷を観察することが出来たので報告い
たします。

（方法）
使用機器　　超音波診断機器　
アロカＳＳＤ６５０　ブローブ7.5ＭＨＺ

被験者　
症例１
　60 歳女性　上腕 2 頭筋断裂
症例２
　50 歳女性　肩板損傷（陳旧性）
症例３
　25 歳女性　肩板損傷（新鮮例）

＜スクリーニング法＞
◉第 1 肢位
肘関節屈曲 90°外旋肢位とし、ブロ

ーブを短軸走査にて大結節部を描出す
る。



◉第 2 肢位
第 1 肢位を術者が固定しブローブを

長軸走査にて、結節間溝部（大結節部）
を固定し上腕 2 頭筋腱を観察する。

◉第 3 肢位
第 1 肢位を固定したまま、ブローブ

を肩板に短軸走査し、肩峰の遠位部に
て観察する。明確でない場合は、患者
に肩関節を等尺運動により外転するよ
うに指示し、三角筋の収縮を画像にて
確認し、三角筋下の肩板を観察する。

以上の３肢位により画像診断する。
（結果）
症例１ 
60 歳女性　上腕 2 頭筋断裂

初検時
バトミントンにて肩関節大結節部に

疼痛があると来院。
超音波画像観察
第 1 肢位にて大結節部の損傷の画像

所見は無い。同肢位のまま上腕 2 頭筋
腱を下降観察し断裂部を確認し、上腕
2 頭筋断裂と判断する。
画像所見
第１肢位にて異常所見はない。
第 2 肢位にて、断裂部の断端中枢

片の確認は困難であった。同肢位のま
ま、ブローブを末梢方向に操作し観察
すると、末梢片は膨隆著しく画像描出
は可能であった。新鮮例であるため、
低エコー画像となる。



症例 2 
 50 歳女性　肩板損傷（陳旧性）
初検時
肩関節運動の、ある一定のポジショ

ンにて疼痛があると来院した。ドロッ
プアームテスト異常所見なく、棘上筋
ストレステストも陰性であった。
超音波画像観察
肩板長軸方向において、結節間溝

部の上方に、高エコー像を描出した。
上腕 2 頭筋腱部にあっては、異常所見
は描出されないため、肩板損傷と判断
した。
画像所見
第 1 肢位にて、結節間溝は描出出

来たが、はっきりとした、異常所見は
ない。
第３肢位にて、肩板に対する長軸走

査することで、高エコー像を描出し
た。

外観像　上腕 2 頭筋断裂の断端画像（末梢）

外観像　上腕 2 頭筋断裂の断端画像（中枢）

症例３
25 歳女性　肩板損傷（新鮮例）

初検時
重いパンフレットを棚から移動させ

る作業中に痛みが発生したと来院し
た。ドロップアームテストは若干の疼

第 1 肢位にて、結節間溝部の描出

第 2 肢位にて、上腕 2 頭筋腱部の長軸走査での描出

第 3 肢位にて、 肩板部の長軸走査での高エコー像の描出



痛を訴え、肩板部および結節間溝部に
圧痛が著名である。
超音波画像観察
ドロップアームテストが、若干の陽

性反応があったため、結節間溝およ
び、肩板部の画像描出を行ったが、異
常個所の描出が無かったため、肩板部
の炎症と判断した。
画像所見
第 1 肢位にて、結節間溝を確認する

が、異常所見はない。
第 3 肢位にて、肩板部を確認し、大

きい損傷は確認しなかった、しかし肩
板上部に、若干の低エコー領域があ
り、肩板の炎症であると疑った。

（考察）
症例 1 の上腕 2 頭筋の断裂部の膨

隆部に関しては、容易に画像描出出来
るが、断端中枢の断端の描出は、困難
であった。
症例 2 にあっては、結節間溝を描出

第 1 肢位　結節間溝の画像描出

第 3 肢位　肩板部の画像描出

し、高エコー像を確認することは容易
であるが、このポジションから、肩板
の走行を解剖学的に把握しブローブ走
査を一定にし、数回のルーチン走査を
しなければ確認が困難であった。
症例 3 にあっても、 症例 2 と同様

第 3 肢位の画像描出が非常に困難であ
った、しかしながら、第 1 肢位を固定
し第 3 肢位にて、肩板部を画像描出す
ることは、画像分析的に分析しやすく
診断組織の解剖学的断層図を把握して
いけば今後の画像描出に統一性が出来
ると考えます。
最後に、まだ肩関節に関して画一し

たスクリーニング法としては難しいと
思いますが、今後の課題として、研究
していきたいと考えます。



厚生労働省厚生労働統計保健衛生
「衛生行政報告例」の検証

県学術部　柴　田　大　輔

Keyword：就業柔道整復師　施術所　柔道整復師養成校

目的
平成 23 年 7 月 12 日「厚生労働省

厚生労働統計保健衛生平成 22 年衛生
行政報告例（就業医療関係者）結果の
概況」が、厚生労働省大臣官房統計情
報部人口動態・保健統計課保健統計室
から発表された。
これは、隔年報であり平成 20 年の

結果の概況については、社団法人日本
柔道整復師会発行「柔道整復療養費の
手引き（柔整師必携）」に掲載されて
いる。
報告の目的は、衛生関係諸法規の施

行に伴う各都道府県、指定都市及び中
核市における衛生行政の実態を把握
し、衛生行政運営の基礎資料を得るこ
とを目的とするとされている。
対象は 1　就業保健師・助産師・看

護師・準看護師　2　就業歯科衛生士・
歯科技工士及び歯科技工所　3　就業
あん摩マッサージ指圧師・はり師・き
ゅう師・柔道整復師及び施術所　とな
っている。
この「隔年報の統計」が、近い将来、

われわれ柔道整復業界にどのような影
響を与えるか検証する。
検証
１　最初に、他の医療職にどのような
影響を与えているか検討した。
医師・歯科医師・薬剤師について

は、医療施設等に分類されている。
医科においては、来年 4 月の診療

報酬改定に向け開かれた、中央社
会保険医療協議会（中医協）ＤＰ

Ｃ評価分科会で、厚生労働省は「一
定の機能や実績の要件を満たす一
定以上の医師密度・診療密度の医
療機関について、独立した医療機
関群として設定することを研究し
てはどうか」と提案した。これは、
全国 8650 病院のうち、急性期病院
の代名詞である「ＤＰＣ対象病院」
は約 1400 施設。厚生労働省はこれ
をさらにグループ化して、トップ
ランナーの「医療機関群」を選別
する作業を進めている。その要が
「病床当たりの医師密度」と基準で
ある。これに対して、委員から異
論が噴出した。
このように、「統計」に基づいた

提案が既になされている。
２　次に、柔道整復業界に「統計」基
づいたどのような提案が成されるか
は現時点では不明ではあるが、「統
計」の結果から医療関係者の柔道整
復業界への批判を踏まえ検証する。

（１）医療業界で、毎年、増加してい
る職種は、①リハビリ技師（ＯＴ
とＰＴ合わせると毎年 1.3 ～ 1.5 万
人増加）②薬剤師（毎年約 8000 人が
増加。薬科大学が 48校から 61校に増
加）がある。

（２）柔道整復業界では、　平成 22 年
は、平成 20 年就業柔道整復師の
43,946 人から 50,428 人に増加（17
％増加）し、施術所は 34,839 カ所
から 37,997 カ所（11.2％増加）に
激増している。



３　前述（１）（２）には、同じ増加
で傾向でも大きな相違がある。（１）
は介護保険の開始、大学制度改革
等の必要的増加であるが、（２）は
平成 10 年、「柔道整復師養成施設
不指定処分取消請求事件判決」よ
り、養成校の新設が相次ぎ、平成
10 年には 14 校だった養成校は平成
20 年には 97 校になり、養成定員も
7000 人以上となったためである。

４　その結果、不正な行為が著しく増
加したとして、柔道整復業界内部か
らだけではなく業界外部からも指摘
され、批判されている。こうした事
態に対処するため、業界内から様々
な提言がされている。

①定年制の導入。これは開業権、職業の選
択の自由からも、現実的とはいえないと
考える。

②クリアランステストの実施。これも、テ
スト対象を確定するだけの具体的根拠に
欠け現実的とはいえないと考える。

③国家試験の難易度を上げる。これは、業
界内の活動に関係なく、国の方針によっ
て決定されるものであるが、確かに難易
度は上がる傾向が認められる。

結論
　以上のように、現時点では、激増す
る柔道整復師の対応に現実的、具体的
な方法が見当たらないが、少子高齢化
時代を迎え、健康保険財政も悪化の一
途を辿っていることを踏まえ、早急な
手立てをする必要があると考える。そ
のためにも「統計」に基づいたさらな
る検証の必要性を認める。

以上



柔道整復師の既得権と柔道整復師法及び
関係法令の連関性の分析

県学術部　齋　藤　武　久

Keywords：柔道整復業　通達の法的性質

目的
　社団法人神奈川県柔道整復師会にお
いては、平成 20 年度社団法人神奈川
県柔道整復師会通常総会にて公益社団
法人申請について総会で決議がなさ
れ、平成 23 年 8 月現在、公益申請へ
向けて作業が進行中である。
　この、公益法人取得に向けた作業工
程の中で、公益に部類される「学」の
概念については既存の「学」が維持、
継続されてはいるが、今後、公益法人
取得後の「学」についてはエビデンス
に基づいた一層の構築に向けた努力が
要求されている。
そこで、日々の施術における行為が、
如何なる根拠に基づいているのか、現
状の柔道整復師の既得権と柔道整復師
法及び関係法令の連関性の分析を行う
こととした。
検証
　最初に、法律とは、国会が制定する
法規範であり、法令とは行政機関が制
定する法規範（政令・省令等）いわゆ
る命令を合わせて呼ぶ時の法律用語で
ある。
　また、通達とは、行政機関内部にお
いて、上級機関が下級機関に対し、指
揮監督関係に基づきその機関の所掌事
務について示達するために発せせられ
る一般的定めのことである。
なお、通達はあくまでも行政機関内部
における指揮監督関係に基づき、下級
機関に対する命令としての効果を持つ
に過ぎないため、そこで示される法令

の解釈は司法の判断を拘束しない。つ
まり、その通達に基づいた行政処分が
なされても、これに不服であれば、当
該処分の違法性を理由として、その取
消しを求めることはできるとされてい
る。ただし、通達自体はあくまで行政
機関の命令に過ぎないため、当該通達
の取消を求めて提訴しても却下され
る。具体的には下記の最高裁の判例
が、現在まで司法の判断基準となって
いる。
「通達の法的性質」
昭和 43 年 12 月 24 日　昭和 39（行ツ）
法律解釈指定取消請求　最高裁判所第
三小法廷　判決
◉判示事項
通達の取消の訴が許されないとされ

た事例
◉裁判要旨（省略）
◉参照法条
　行政事件訴訟法 3 条 2 項、以下略
◉判決の主旨
　「通達は、原則として、法規の性質
をもつものではなく、上級行政機関が
関係下級機関及び職員に対してその職
務権限の行使を指揮し、職務に関して
命令するために発するものであり、こ
のような通達は右機関及び職員に対す
る行政組織内部における命令にすぎな
いから、これらのものがその通達に拘
束されることはあっても、一般の国民
は直接これに拘束されるものではな
く、このことは、通達の内容が、法令
の解釈や取扱いにかんするもので、国



民の権利義務に重大なかかわりをもつ
ようなものである場合においても別段
異なるところない。
　このように、通達は、元来、法規の
性質をもつものではないから、行政機
関が通達の趣旨に反する処分をした場
合においても、そのことを理由とし
て、その処分の効力が左右されるもの
ではない。
　また、裁判所がこれらの通達に拘束
されることのないことはもちろんで、
裁判所は、法令の解釈適用にあたって
は、通達に示された法令の解釈とは異
なる独自の解釈をすることができ、通
達に定める取扱が法の趣旨に反すると
きは独自にそ違法を判定することもで
きる筋合いである。
　そして、現行法上行政訴訟において
取消の訴の対象となりうるものは、国
民の権利義務、法律上の地位に直接具
体的に法律上の影響を及ぼすような行
政処分等でなければならないのである
から、本件通達中所論の趣旨部分の取
消を求める本件訴は許されないものと
して却下すべきものである。」
　以上を踏まえて、以下、柔道整復師
の既得権について検証した。

1　柔道整復業における既得権
（１）柔道整復師法第 15 条「医師
である場合を除き、業として柔道
整復を行ってはならない。」
として、有資格者以外の「柔道

整復」の業務の禁止を規定してい
る。

「柔道整復」については、柔道整復
師法では定義されていない。これは、
元厚生労働省審議官上田孝之による
と、「学問の進展や技術の発達、社会
情勢の変化等に柔軟に対処しうるよう
定義しなかったと、厚生省健康政策局
監修の医療関係法質疑応答集に記載が
ある。」と指摘している。このように、

保険取扱の対象である「骨折・脱臼・
捻挫・打撲・挫傷」以外の、「業」の
範囲については漠然として不明確であ
る点が既得権といえると判断すること
が妥当といえる。
（２） また、 平成 23 年 8 月 11 日、
第 177 回国会参議院予算委員会
において、民主党大島九州男参議
院議員の質問に対して、細川厚生
労働大臣が以下のように答弁をし
ている。
「大島議員がご指摘の柔道整復
の施術につきましては、保険の対
象となっておりますのは急性また
は亜急性の外傷性の骨折・脱臼・
打撲・捻挫でございまして、内科
的原因による疾患、単なる肩凝り
あるいは筋肉疲労は対象とされて
おりません。・・・・・」

　この傍線部分は、現在、保険の対象
外ではあるが、柔道整復の「業」では
ないと否定している訳ではないと考え
ることができる。これは、上田が指摘
している事実に即するものであり、こ
の点も既得権を補完しているものと判
断することが妥当といえる。
（３）次に、超音波画像診断装置の使
用については制限付きではあるが
使用が認められている。
厚生労働省医政医発 0909001 号
平成 15 年 9 月 9 日　厚生労働省医

政局医事課長
「検査自体に人体に対する危険性が
なく、かつ、柔道整復師が施術に関わ
る判断の参考とする超音波検査につい
ては、柔道整復の業務の中で行われて
いることもある。ただし、診療の補助
として超音波検査を行うことについて
は、柔道整復の業務の範囲を超えるも
のである。」
さらに、平成 22 年 11 月 10 日付け

でこの見解を追認する、厚生労働省医
政局医事課指導係の見解も示されてい



る。この点も既得権と判断することが
妥当といえる。
2　柔道整復師の既得権には、受領委
任が含まれるが、平成 19 年 10 月 2
日提出
提出者　辻　泰弘参議院議員　質問

主意書に対する政府答弁書（答弁書
15 号：内閣参出 168 号 15 号） で質
問事項 10 に対する回答として、「（略）
厚生労働省としては、受領委任の制度
については、患者が施術に関する費用
の負担を心配することなく、その傷病
に対する手当等を迅速に利用すること
を可能とする趣旨から認めているもの
であり、今後とも必要な制度と考えて
いる。（略）」があり、既に必要な制度
として存在することが妥当と判断す
る。
結論
　以上の検証の結果、柔道整復師の現
在の既得権の維持、確保は保険の対
象以外の漠然として不明確な部分の
「業」をいかに「学」として構築でき
るかにかかっているものと考える。
「業」の範囲であれば、超音波画像診
断装置の使用を認められるのであるか
ら、「業」と「学」が機能的概念とし
て作用している。換言すれば、既得権
とは機能的概念であると考えられる。
そこで、現在のところ、限られた既得
権の検証ではあるが、柔道整復師の既
得権と柔道整復師法及び関係法令は有
機的に連関しているといえる。

以上


